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物価高騰対応重点地方創生臨時交付金事業として、下記のの8事業を実施。

区分 ＮＯ 事業名 事業期間

R5
予備

2
物価高騰対応重点支援支給金 （住民税均等割のみ課
税世帯）給付事業【物価高騰対策給付金】

Ｒ5-6

3
物価高騰対応重点支援支給金（こども加算分）給付事
業
【物価高騰対策給付金】

Ｒ5-6

6 給付支援サービス活用システム運用事業 Ｒ5-6

R5
補正

10 物価高騰対策地域振興券発行事業 Ｒ5-6

R5
予備

2 低所得者支援及び定額減税補足給付金給付事業 Ｒ6

R6
補正

11 給食費負担軽減事業 Ｒ6

13 商工業者等省エネルギー設備導入支援事業 Ｒ6

14 飼料価格高騰対策事業 Ｒ6

物価⾼騰対応重点地⽅創⽣臨時交付⾦
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物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創⽣臨時交付⾦
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Ｎｏ２ 物価高騰対応重点支援支給金 （住民税均等割のみ課税世帯）給付事業
【物価高騰対策給付金】（令和５年度）、
Ｎｏ６給付支援サービス活用システム運用事業

（１）事業の目的
○物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

（２）取組内容
○令和５年度住民税均等割のみ課税世帯に対し、世帯当たり１００，０００円の給付を

支給する。また、その当該世帯内で扶養されている１８歳以下のこども一人当たり
５０，０００円の給付金を支給する。

○給付金を支給するための事務費。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額
○事業効果

物価高騰に直面し特に影響を受ける低所得世帯の経済的負担軽減。
住民税均等割のみ課税世帯分支給世帯 ４，２７１世帯
支給対象のこども人数 １，０９４人

○決算額 ４９５，５５９，４２５円（うちシステム３，８３４，６００円）

○交付金充当額 ４９５，５５９，４２５円（うちシステム３，８３４，６００円）
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Ｎｏ３ 物価高騰対応重点支援支給金（こども加算分）給付事業【物価高騰対策
給付金】（令和５年度）

（１）事業の目的
○物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持
する。

（２）取組内容
○令和５年度住民税非課税の子育て世帯に対し、世帯内で扶養されている１８歳以下の

こども一人当たり５０，０００円の給付金を支給する。
○給付金を支給するための事務費。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額
○事業効果

物価高騰に直面し特に影響を受ける低所得の子育て世帯の経済的負担軽減。
非課税世帯分支給世帯 １，５０７世帯
支給対象のこども人数 ２，８１６人

○決算額 １４６，０３０，３００円
○交付金充当額 １４６，０３０，３００円
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Ｎｏ10 物価高騰対策地域振興券発行事業（令和６年度）

（１）事業の目的

○エネルギー・食料品価格等の物価高騰により更なる影響を受けている地域経済の回復と
市民の家計支援を図るため、地域振興券を発行するもの。

（２）取組内容

○基準日時点で住民基本台帳に記載されている市民に対し、１人当たり１セット５，０００円分
の地域振興券を発行。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
・交付対象者数 １６２，７４６人
・交付済セット数（交付率） １６１，１９８セット（９９．０％）
・利用（換金）済枚数（利用率） ７８８，８０９枚（９７．９％）
・経済効果 １，１８１，０００，０００円

（国が公表している産業連関表をもとに分析）

○決算額 ８９６，０４９，７９３円
○交付金充当額 ３７２，７４１，０００円
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Ｎｏ２ 低所得者支援及び定額減税補足給付金給付事業（令和６年度）

（１）事業の目的
○物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

（２）取組内容
○新たに令和６年度住民税非課税世帯及び新たに令和６年度住民税均等割のみ課税世

帯に対し、世帯当たり１００，０００円の給付金を支給する。また、その当該世帯
で扶養されている１８歳以下のこども一人当たり５０，０００円の給付金を支給す
る。

○定額減税しきれないと見込まれる所得水準の方へ給付する。
○給付金を支給するための事務費。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額
○事業効果

物価高騰に直面し特に影響を受ける低所得世帯の経済的負担軽減。
低所得世帯等の給付対象世帯数 ３，４７９世帯
定額減税を補足する給付の対象者数 ５５，１３６人

○決算額 １，７７２，３５１，６９３円
○交付金充当額 １，６２６，１２３，０００円
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Ｎｏ11 給食費負担軽減事業（令和６年度）

（１）事業の目的

○物価高騰が継続する中で、市内小・中学校の児童生徒に、栄養バランスや量を保った
安全安心な学校給食を安定的に提供するとともに、保護者にその負担を転嫁しない。

（２）取組内容

○物価高騰に伴う学校給食の食材に要する経費を市が負担する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
物価高騰に伴う学校給食の食材に要する経費を市が負担することにより、保護者の
負担軽減を実現。

○決算額 １４，０００，０００円
○交付金充当額 ３，５１１，９１４円
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Ｎｏ13 商工業者等省エネルギー設備導入支援事業（令和６年度）

（１）事業の目的

○エネルギー価格高騰の影響を受ける商工業者等に対して、省エネルギー設備の導入を支
援することでコスト削減・事業継続を図るもの。

（２）取組内容

○商工業者等の省エネルギー設備導入費の２分の１を支援。（上限額１，０００，０００円）

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
（成果目標）補助金活用事業者数１２０件以上
（実 績）活用事業数１４０件

○決算額 ５９，６８４，０５８円
○交付金充当額 １４，９７１，８０４円
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Ｎｏ14 飼料価格高騰対策事業（令和６年度）

（１）事業の目的

○ 物価高騰等の影響により、配合飼料価格が長期的に高騰している中、国の配合飼料
価格安定制度が発動されにくい状況にあるため、配合飼料に係る農家負担額を支援
し、畜産農家の営農継続を図るもの。

（２）取組内容

○ 令和５年度の配合飼料購入に係る農家負担額と、現在の農家負担額の差額の一部を
支援（３，６００円／トン・３，０００，０００円／１戸上限）し、畜産農家の経営における飼
料価格高騰の影響を緩和する。
畜種ごとの配合飼料数量については、宮崎県農業経営管理指針を基に算出した。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
畜産農家の経営安定を図ることにより、飼養頭羽数の減少抑制につながった。

○決算額 ４０９，９０５，８５６円
○交付金充当額 １０２，８２５，２８２円


